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要約 1 本シリーズは非財務資本強化についての連載であるが、財務諸表上、無形資
産は非財務資本と表裏の関係性にあり、特許権や営業権などの無形固定資産
のように財務諸表に計上されるものもある。財務諸表には計上されない無形
資産としてブランド価値が挙げられる。ブランド価値についてはBtoC企業で
は意識されることも多いが、BtoB企業では経営者の間においても意識が薄い
という現状がある。

2 先進企業として日本電気（NEC）と富士通を取り上げる。両社ともブラント
価値を大きく高める変革を行った。

3 ブランド価値向上に向けて行うべきこととして、①自社の現状把握、②ブラ
ンドステートメントの見直し、③事業領域と提供価値の明確化、④「Why自
社のストーリー」による納得感の醸成、⑤トップから従業員レベルまでの
「自分事化」、の 5点について述べる。
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非財務資本強化による価値創造経営の実現

Ⅰ なぜ、無形資産、ブランド価値なのか

非財務資本と無形資産は関係性が強い。そ
れは、貸借対照表を貸方で見る資本に対し
て、借方で見る資産といったように互いを逆
側から見ているからである。無形資産は、財
務諸表に計上される無形固定資産以外は非財
務資本が多いのでイコールではないが、本シ
リーズのテーマである非財務資本を多面的に
考えるという意味から、無形資産を取り上げ
ることによりその理解を深めることができ
る。

無形資産には企業が有する物質的な実体が
ないもの、たとえば合併で生じた「暖簾」や
特許、商標権、著作権、営業権などの知的資
産や企業文化、さらには企業が持つブランド
などがある。

Elsten and Hill（2017）注1によれば、米国
の代表的な株価指数であるS&P500に採用さ
れている企業の市場価値を要因分解すると、
2015年時点で84％が無形資産であり、欧州の
S&P Europe350に採用されている企業の市
場価値は71％が無形資産としている一方で、
わが国の日経225に採用されている企業を含
め、アジア諸国では企業価値に占める無形資
産の割合が比較的低い注2。 

このように無形資産に投資することについ
て欧米企業と比較すると、日本企業は意識面
でも大きな遅れが生じているといえる。経済
産業省は「通商白書2022」において、GDP
に占める無形資産に対する投資の少なさが日
本経済の成長力の弱さなのではないかと指摘
している。日本企業の成長のためには、ソフ
トウエア資産などの無形資産を伸ばすことが
不可欠であり、イノベーションを起こすため

の知的資本、人的資本が必要となる。そして
それらの無形資産への投資は、新しい価値を
生み出す組織風土の醸成へとつながってい
く。

本シリーズでは、製造資本、人的資本、知
的資本、社会資本といった非財務資本の観点
から企業価値創造の要諦について述べている
が、本稿ではブランド価値について取り上げ
たい。

無形資産の中で、特にブランド価値に対す
る日本企業の意識が低い。ブランド価値につ
いては、世界最大のブランディング専門会社
であるインターブランド社などの調査結果か
ら定量化・ランキング化されることがあるた
め、一部のBtoC企業においてはブランドに
対する意識が相対的に強いところもある。特
にブランドを指名買いしてもらう化粧品や趣
味、嗜好性の高い自動車といった商品につい
ては、ブランドの認識レベルは高い。しか
し、多くのBtoC企業は、販売チャネルとの
強い関係性や信頼があれば、消費者に対する
ブランド訴求力がさほどなくても売上を確保
できるという感覚がある。ましてBtoBは、
チャネルとの関係性、直販の営業力が最も重
要であり、ブランド価値に対する意識は総じ
て低い。本稿では、このブランド価値につい
て意識が特に低いBtoB企業を対象に述べる。

ここで、ブランド価値とは何かを考えてみ
たい。ブランド価値とは、商品やサービスに
対する消費者の認知や評価の高さを表してお
り、顧客のロイヤルティとして表れる。ブラ
ンド価値が高いということは、同じ機能を持
った商品であれば、価格が相対的に高くても
消費者が選んでくれるということである。ブ
ランドは形には見えず、財務諸表にも価値が
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乗らない非財務資本であり、かつ無形資産で
あるが、企業にとっては非常に大きな力を持
つものである。しかしながら、日本の経営者
のブランドに対する認識は欧米と比較して顕
著に低いのが実情である。

インターブランド社が実施した調査「Best 
Global Brands 2022」によると、ベスト100
に入っている日本の企業は 7 社のみであっ
た。欧米企業に比べてブランドへの取り組み
が圧倒的に遅れているといえる。同ランキン
グでは、アップルが10年連続の 1 位でブラン
ド価値は4822億ドル、前年比で18％増加して
いる。アジア企業ではサムスンが 5 位に入っ
ており、877億ドル、前年比＋17％となって
いる。日本企業ではトヨタの 6 位が最高ラン
クであり、ブランド価値は598億ドルで前年
から10％増加している。トヨタ以外では、ホ
ンダが26位、ソニーグループが39位、日産が
61位、任天堂が68位、パナソニックが91位、
キヤノンが97位となっている。なお、このラ
ンキングは一部のBtoCの商品を扱う企業を
除き、グローバルに事業を展開する企業を対
象に、そのブランドが持つ価値を金額に換算
してランキング化したものであり、これまで
に23回行われている。

日本企業の経営者がブランドは投資対象と
なりにくいと考えていたことが、この結果の
背景にあると考えられるが、ブランドは本
来、事業収益と直結する大きな価値を持つも
のである。プライシングとブランドの関係性
で見ると、ブランドは機能的意味合いだけで
なく、情緒的な意味合いを持っていることが
特徴である。このことは、プライスレス、す
なわち値段をつけられない価値を生むことも
ある。BtoCの事例だが、アップルが世界中

の消費者、特に日本の消費者に強く受け入れ
られている背景には、同社が創り出す世界
観、情緒的な意味合いに対する共感がとても
強いからである。

このような情緒的な意味合いはBtoBにも
当てはまる。企業が生み出すブランドストー
リーは、機能的価値ではなく情緒的価値であ
る。購買を意思決定する人々にストーリー性
を感じさせる企業ブランディングは、機能性
での単純な比較を超え、「この人たちと一緒
に仕事をしてみたい」という情緒的な価値を
もたらす。

また、ブランドがもたらす価値は消費者や
顧客に対してだけではない。たとえば、リク
ルーティングについてもその効果は大きい。
企業が事業を通じてサステナビリティをどの
ように考えているかといったことは、たとえ
ば就活生の企業選びの際に大きな意味を持
つ。企業が推進している社会課題解決活動の
ストーリーを語れば、それがその企業ブラン
ドを構成することになるのである。その意味
で、ブランドは商品ブランドだけでなく企業
ブランドという意味においても各種ステーク
ホルダーにとって大きな意味を持つものとな
っている。

さらに、社内においてもブランディングは
重要である。インターナルブランディングと
いわれるように、企業の理念や価値を明確に
して自社の従業員に共感を促し、エンゲージ
メントを高めることが可能となる。その結
果、優秀な従業員のリテンションだけでなく
生産性も高め、創造性の高い組織を生み出す
ことにもつながる可能性がある。そうした従
業員が対外的にさまざまな接点を持てば、外
部へのブランドイメージ向上も期待できる。
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こうした観点から自社のブランドを再考
し、そこに投資することにより、企業価値を
高めることが必要なのである。そして繰り返
しになるが、このことは従業員のエンゲージ
メントを高めることになる。従業員が働きた
くなる会社として評判が上がり、企業価値の
さらなるアップにもつながるのである。

Ⅱ 先進事例

1 日本電気
（1） 企業概要

日本電気（NEC）は、「ITサービス事業」
と「社会インフラ事業」の 2 つの領域に加え
て、将来の成長の柱となる新規領域を含む

「その他」の 3 区分で事業を推進している。
ITサービス事業では、システム構築・コ

ンサルティングなどのシステムインテグレー
ション、サポート（保守）、アウトソーシン
グ・クラウドサービス、システム機器および
ソフトウエアサービスなどを提供している。
主な提供先としては、国内では官公庁・地方
公共団体、金融・製造・流通・サービスとい
った各種企業、消防防災・放送・電力であ
り、海外では各国政府や地方公共団体、金融
機関などである。

社会インフラ事業では、コアネットワー
ク・携帯電話基地局・光伝送システム・海洋
システムなどのネットワークインフラや、
OSS・BSS・サービスソリューションなどの
通信事業者向けソフトウエアサービスを国内
外の通信キャリア向けに提供している。ま
た、航空・宇宙・防衛領域におけるシステム
機器、システム構築、コンサルティングやサ
ポート（保守）などを、官公庁や宇宙事業者

に対して提供している。
その他（新規事業領域など）では、社会課

題の解決を起点に、オープンイノベーション
で技術を事業化し、将来の同社の柱となる成
長事業の創出を目的に活動している。主な事
業としてはヘルスケア・ライフサイエンス事
業が挙げられ、さらに知的財産を使った収益
拡大も強化している。

2023年 3 月期の売上は 3 兆3130億円、調整
後営業利益は2055億円である。

（2） コーポレートブランド強化の取り組み
NECは、2008年のリーマンショックなど

から始まった事業環境の大きな変化の中で、
パソコンや携帯電話などNECブランドを支
えてきたBtoC事業を見直すなど、経営戦略
やビジネスモデルを再構築する必要があっ
た。そして新たにどのような価値を提供する
企業となるかを定義することを迫られてい
た。

2012年、当時社長であった遠藤信博氏が
「V12」と呼ばれる12人のトップマネジメン
トとともに、NECが将来どのような価値の
提供をしていきたいかをまとめたステートメ
ントを作成した。ステートメント作成に当た
っての議論は2011年から約 1 年間行われた。
この活動はV12メンバーのオフサイトによる
議論などを通じ、12人の経営チームが一枚岩
となってコンセンサスを取っていった。

その後、現場部門におけるワークショップ
を開催してステートメントを浸透させ、「面
の経営」の推進を目指した。面の経営とは、
ビジネスラインがそれぞれバラバラに動くの
ではなく、経営幹部から現場まで一体となっ
て動く経営のことである。
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3　安全・高効率なライフライン「Lifeline 
Infrastructure」

4　豊かな社会を支える「Communication」
5　 産 業 とICTが 新 結 合 す る「Industry 

Eco-System」
6　枠を超えた多様な働き方を創造する
「Work Style」

7　個々人が躍動する公平な社会を実現す
る「Quality of Life」

この 7 つは、インダストリーによる縦割り
ではない横断的なテーマとなっており、
SDGsが叫ばれる前から、社会や産業、環
境、人々の活動やそれらの権利を配慮しなが
ら、ITやテクノロジーがどう貢献できるの
かを示していたことが特筆される。

同社は、この社会ソリューション事業をより
具体的に示すために、2014年に世界の潮流を
踏まえてNECの貢献できる姿をまとめた「NEC 
Visionブック」を発行した。NEC Visionブッ
クは「NEC Vision for Social Value Creation

（通称Blue Book）」と「NEC Vision Case Stud-
ies and Highlights（通称White Book）」とい
う 2 冊で構成されている。Blue Bookでは
NECの目指す姿や社会価値創造のビジョン
をまとめ、White Bookでは当時NECが進め
ていた社会ソリューション事業の代表的な事
業と先進的な事例を紹介している。NECが
持つ技術を用いて、どのような社会価値を実
現できるのかを描き出したことは大きな反響
を呼んだ。

こうした外向けのメッセージは、従業員に
対しても大きな効果を生み出した。たとえ
ば、NECの従業員は自社がどのようなメッ
セージを対外的に発信しているかを見て、自

前述したステートメントの議論の中で「社
会ソリューション」という概念が決定され、
さらに情報通信と業種別のソリューションが
決定された。これらのソリューションが、現
在のNECにおけるコーポレートブランディ
ングの大きな礎になっている。

2015年には2001年から企業ブランドメッセ
ージであった「Empowered by Innovation」
を「Orchestrating a brighter world」に変更
し、経営者の思いを込めて発信した。特に

「Orchestrating」という言葉には遠藤氏の気
持ちが込められている。自らもそのチームの
中に入り、一緒によりよい社会を創造しよう
ということが表現されており、加えて、常に
顧客とともにあり、努力し続けるという意味
が「ing」に込められている。

この取り組みを行う際に、遠藤氏らトップ
マネジメントチームは、10年先を見たメガト
レンドやテクノロジートレンドを起点に、同
社が今後、どのような社会価値を提供してい
きたいかについても検討した。そこでは、エ
ネルギーや水、食料問題といった社会課題に
ついて議論が行われ、それが核となり、2013
年に発表された「2015中期経営計画」におい
て、安全・安心・公平・効率という社会価値
を提供する「社会ソリューション事業」を打
ち出した。この事業をグローバル規模で加速
するために、世界経済・社会が今後直面する
大きな変化（メガドレンド）から次の「 7 つ
の社会価値創造テーマ」を導いている。

1　地球との共生を目指す「Sustainable 
Earth」

2　安全・安心な都市と行政基盤をつくる
「Safer Cities & Public Services」
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社が目指す姿にさらに共感を抱き、また、ど
のように評価されているかを見聞きすること
により、NECで働いていることに対するエ
ンゲージメントが高まった。この一連の取り
組みは、現在、同社が国際経済研究所（IISE）
とともに推進している「Thought Leader-
ship活動」へとつながっている。

その後、2018年にあらためて変革の必要性
が議論され、当時社長であった新野隆氏（現
会長）の下、「119年目の大改革」と称したさ
まざまな取り組みが進められた。その結果、
NECグループの共通の価値観と行動の原点
である「NEC Way」も改定されることとな
った。さらに、NEC Wayを整理する中で、
NECの存在意義を表現する必要性が浮かび
上がり、2020年にパーパスを策定して社内外
への発信を推進した（図 1 ）。

パーパスの検討に当たっては、ブランドメ
ッセージやブランドステートメントが基軸と
なった。なぜならば、その中に将来のNEC
のありたい姿や実現したい未来の要素、大切
にしたい価値観が描かれていたからである。
それらには、安全・安心・公平・効率という
価値や、社会価値を創造するという考え方、
同社の事業活動プロセスに顧客とともに価値
を創造する「共創」の価値観が含まれてい
た。パーパスにも掲げられている「a bright-
er world」には豊かな人間社会の実現という
意味が込められており、企業理念にある「人
間性を十分に発揮」することにもつながって
いる。

NECが大切にしているこれらの価値観を
このように一つの文章に織り込む形で、同社
のパーパスはつくり上げられたのである。

同社はこうして策定されたパーパスの価値

を最大限に発揮するため、従業員一人ひとり
が「自分事化」することを目指した。具体的
には、ハンドブック配布、社内サイト公開、
動画の作成、 e ラーニングが実施された。一
方的な施策だけでは、認知度は上がるが自分
事化はされないという考え方から、従業員の
納得感を醸成するため、「連鎖」をキーワー
ドとして、全従業員を対象に上司から部下、
さらにその部下へとパーパスへの思いを自分
自身の言葉で語り継ぎ、連鎖させる取り組み
を行った。その背景には、従業員一人ひとり
が自分がどうしたいのかを言葉にすることで

「自分事化」を進める狙いがあった。その結
果、パーパスに対する従業員の思いは高ま
り、それが社内のブランド意識の改善にもつ
ながっている。

コロナ禍での社外発信では、ニューノーマ
ルに合わせた取り組みについても取り上げ
た。具体的には、パーパスの体現として国際
機関との共創活動などを通じて取り組んでい
るグローバルでの社会課題解決や社会価値創
造の事例を発信した。たとえば、世界初とな
るワクチン普及を目的とした幼児指紋認証の
実用化など、国際機関や異業種との共創によ

図1　NECグループのパーパス

Orchestrating a brighter world

NECは、安全・安心・公平・効率という社会価値を創造し、
誰もが人間性を十分に発揮できる持続可能な社会の実現を目指します。

出所）NEC Webサイトを基に作成
https://jpn.nec.com/pro�le/purpose/index.html
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画部門の活動となった。また2023年度には
「コーポレート・デザインオフィサー」を新
設し、全社のブランドコミュニケーション、
デザインを担うブランディング＆メッセージ
ング機能を統括させている。

かつて同社が社会価値創造型企業として再
出発した際には、全社挙げての強固な統一感
を必要としていた。しかし事業構造の変革に
一定の成果を出した現在、同社は次のステー
ジを目指している。ブランド戦略としても例
外ではない。メッセージ発信やプロモーショ
ン、クリエイティブ制作に当たっては企業と
しての一貫性を保ちつつ、タッチポイントご
との独自性を認めることで、ブランド面でも
多彩で革新的な事業の創出を後押ししてい
る。このようにブランド戦略を経営戦略の一
部として明確に位置づけ、非財務価値である
ブランド価値の向上が企業価値向上に寄与す
るよう常に意識されるようになった。

こうしたNECのコーポレートブランディ
ングの取り組みは、同社の苦しい時代を乗り
越え、新たなステージへと向かおうとしてい
る。同社は2023年度より、決算などで開示す
るセグメント情報をITサービス事業と社会
インフラ事業に変更し、投資家目線でも分か
りやすい事業形態に再編成した。同社は今
後、どこを目指すのかをより鮮明に描くこと
が求められている。将来の成長期待をいかに
醸成し、企業価値を高め、選び選ばれる企業
としての発展をどのように遂げていくのか。
これからのNECが指し示すWayに大いに期
待をしている。

り、NECがグローバルヘルスに貢献してい
ることを訴えた。

NECは多様な事業を展開しており、従業
員であっても会社の全体像を十分に理解でき
ているとは限らない。加えて、近年は中途採
用を積極的に行っているために人材も多様化
しており、情報共有の必要性は高まってい
る。そのため、こうした施策を展開するうえ
でNECの事業が現在の形になるに至った経
緯も含めて詳しく説明するとともに、外国人
や中途採用者を含めて誰にでも理解できるよ
うな表現で発信することを心がけている。た
とえば、2021年にCEOに就任した森田隆之
氏は、毎月の社内で実施するタウンホールミ
ーティングを通じて、パーパスの重要性とそ
れを社内に浸透させる必要性を必ず伝えてい
る。その際、さまざまなバックグラウンドを
持つ全社員にパーパスの背景を誰にでも分か
るように丁寧に伝え、理解、共感を促し、そ
のことにより従業員一人ひとりの実践につな
げていくことを目指している。

そ の 一 環 が「Truly Open, Truly Trust-
ed」の発信である。これは、長期ビジョン
で あ る「NEC 2030VISION」 に 基 づ き、
2025年までの中期経営計画の達成に向けて、
同社が何を行うべきかを、森田氏が全従業員
に対してキーワードとして伝えたものである
が、戦略と文化の中にパーパスを落とし込む
ためのメッセージとしても機能し、企業ブラ
ンディングの中心的な役割を果たしている。

こうしたブランディング活動を経営企画・
経営戦略の一部として位置づけたことも同社
の大きな特徴であろう。マーケティングコミ
ュニケーション戦略の一環としていた同社の
ブランディング活動は、2022年度から経営企
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ことに邁進した。
2020年にブランドに関する調査をグローバ

ルで実施した際、山本氏が感じたのは、顧客
や市場の同社に対する認知・認識と、富士通
自身が求めているものとの間にはかなりのギ
ャップがあるということだった。そのギャッ
プには、「フィルム」「エアコン」といった取
り扱い製品についての間違った認識も含まれ
る。

また、顧客の富士通に対する期待値にもギ
ャップが生じていた。富士通は「shaping 
tomorrow with you」というブランドプロミ
スを2010年から掲げ、顧客と伴走することが
あらゆる顧客接点で意識されていた。しかし
ながら、VUCAといわれる先が見えない現状
では、顧客が同社に求めることも変化する。
すなわち、伴走ではなく先導することが期待
されるようになっていたのである。

山本氏が入社した当時、マーケティング組
織は統括されておらず、グローバルマーケテ
ィング部門と各事業・地域のブランドで販売
促進を担当しているチームが分かれていた。
そのため、富士通としてのブランドの統一感
がなく、顧客にパーパスを示すうえでも大き
な障害となっていた。そこで、マーケティン
グ組織のレポートラインを山本氏に束ねる形
で組織再編が行われ、マーケティングの役割
も再定義している。山本氏がマーケティング
組織を統括する前はあくまでも営業支援的な
役割であったが、再編後はグローバルに対し
て富士通のパーパスを打ち出し、統一感を持
った事業ブランドを浸透する役割が求められ
るようになった。

そこで同社は、「Fujitsu Uvance」という
事業ブランドを2021年10月に発表している。

2 富士通
（1） 企業概要

富士通は、サービスソリューション、ハー
ドウエアソリューション、ユビキタスソリュ
ーション、デバイスソリューションを展開す
るグローバルカンパニーである。売上高は、
3 兆7137億円、従業員はグローバルで12万
4000人（2023年 3 月31日現在）である。

（2） パーパスに基づく
 事業ブランド強化と浸透

2019年にCEOに就任した時田隆仁氏は、
パーパスドリブンな会社になることを強力に
進めた。富士通では、2020年に社会の変革に
主体的に貢献する責任があるということを明
確に認識する中で、同社のパーパスを「イノ
ベーションによって社会に信頼をもたらし、
世界をより持続可能にしていくこと」と定め
た。パーパスはグループ社員13万人の羅針盤
とし、それを実現するための「Fujitsu Way」
を12年ぶりに刷新している。同社の歴史や
DNAを掘り下げ、挑戦、信頼、共感からな
る価値観と行動規範をまとめ、17カ国語の解
説書を作成して全社員への浸透を図ってい
る。

2020年 4 月には山本多絵子氏がマイクロソ
フトからCMOとして参画し、グローバル規
模でのマーケティング強化を行っている。当
時はマーケティングをグローバルにリードす
るポジションがなく、販売促進やマーケティ
ング機能は各事業内にあったため、富士通が
発信する企業価値は統一したメッセージとし
て伝わっていなかった。そこで山本氏は入社
後、時田社長が目指す方向性をコーポレート
アイデンティティとして顧客・市場に伝える



非財務資本強化による価値創造経営の実現

64 知的資産創造／2024年2月号

に進化させている（図 2 ）。
そして、このFujitsu Uvance事業を実現す

るカギとなる 5 つの技術を定めている。
Computing、Network、AI、Data & Securi-
ty、Converging Technologiesである。

Computing領域においては、同社は世界で
も上位の処理能力を持つスーパーコンピュー
タ「富岳」のプロセッサーを開発・製造する
技術を持つ。Network領域では、5Gやさら
にその先の6Gを実現する超高速通信技術、
ヒトやモノなどに関するさまざまなデータの
一つひとつが持つ因果関係をAIで発見する
技術などを保有している。

こうした技術を最大限に活用し、社会課題
や顧客の経営課題の解決をリードする姿を目
指している。製造業であればカーボンニュー
トラルが課題であり、スコープ 3 におけるサ
プライチェーン排出量の算定の解決には、自
社だけでなく取引先も含めカーボンフットプ
リントの可視化、そのためにSaaSを生産シ
ステムに組み込むことが必要となっている。
顧客の声を聞いてから動くのではなく、この

これには「Universal（すべてのもの）」をサ
ステナブルな方向に「Advance（前進）させ
る」という意味があり、多様な価値を信頼で
つなぎ、変化に適応することにより、サステ
ナブルな世界をつくることを目指すというも
のである。

Fujitsu Uvanceには 7 つのキーフォーカス
エリアが設定されている。具体的には、製造
業を中心としたサプライチェーン全体を支え
る「Sustainable Manufacturing」、便利で安
心安全な多様な消費体験を届け、循環型の消
費社会の実現を目指す「Consumer Experi-
ence」、あらゆる人々のウエルビーイングな
暮らしをサポートする「Healthy Living」、
安心で安全でレジリエントな社会、それらを
実行する場をつくる「Trusted Society」の
4 つを、顧客や社会の課題を解決する「クロ
スインダトリーの 4 分野」と位置づけてい
る。そしてこれらを支えるテクノロジーソリ
ュ ー シ ョ ン 領 域 と し て、「Digital Shifts」

「Business Applications」「Hybrid IT」 の 3
つを挙げており、これらのテクノロジーを常

図2　Fujitsu Uvance： 7つのキーフォーカスエリア

サステナブルな世界を
実現する 7 Key Focus Areas

社会課題を起点として、クロスインダストリーで
お客様の成長に貢献するデジタルサービスを提供

Vertical areas
社会課題を解決する
クロスインダストリーの 4分野

Sustainable
Manufacturing

Digital Shifts

Computing Network AI Data &
Security

Converging 
Technologies

Business
Applications

Hybrid IT

Consumer
Experience

Healthy 
Living

Trusted 
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Horizontal areas
クロスインダストリーを支える
3つのテクノロジー基盤

Key Technologies

出所）富士通提供資料より作成
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で、Fujitsu Uvance事業では、顧客が抱える
経営課題や実現したい社会課題を対話を通じ
て具体化するとともに、その解決方法につい
て議論することに注力している。対話の中か
ら課題解決における成功要因を導き出し、具
体的な活動につなげている。そうした一連の
活動を通じて、富士通が顧客をリードする存
在であることを一貫したメッセージとして発
信している。

Fujitsu Uvance事業は具体的な成果を出し
始めている。一つはインターブランド社が毎
年発表しているブランド価値ランキング「Best 
Japan Brands 2023」において、富士通が37
位に選定されたことである。同ランキングで
は「前年比ブランド価値成長率 Top 5 」にも
挙げられた。また、ネットプロモータースコ
ア（NPS）が着実に高まっているということ
も成果の一つといえる。NPSとは顧客との信
頼関係を客観的に評価する指標であり、顧客
の愛着度合いやリピート購入の見込みを判断
できる物差しとして多くの企業で用いられて
いる。

ように課題を先んじて捉え、富士通が先導
し、解決する術を顧客に提示するといった事
業活動に大きく変革しようとしている。

Fujitsu Uvance事業を浸透させる際、重要
な役割を果たしているのが「フジトラ」であ
る。フジトラは富士通が挑む社内DXのこと
であり、Fujitsu Transformationの略称であ
る。CIO兼CDXOの福田譲氏がパーパスを基
に「人・組織・カルチャーの変革（EX）」

「オペレーションの変革（OX）」「マネジメン
トの変革（MX）」「事業の変革（CX）」の 4
本柱で推進している（図 3 ）。

そして前述の 4 つのXとそれらを推進する
基盤となる「IT改革」を含めて具体的なテ
ーマ（変革テーマ）に落とし込み、顧客に対
して提案・提供することで、Fujitsu Uvance
事業は顧客に向けた活動となっている。な
お、変革テーマは 3 カ月ごとに全体の進捗を
把握し、分類と優先づけを行っている（図
4 ）。

また、顧客のエグゼクティブブリーフィン
グやラウンドテーブルの機会を増やすこと

図3　富士通におけるパーパスの実現に向けた 4つのX 
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パートナーとしてどれだけ支持される存在と
して認識されているかが分かる。

Ⅲ ブランド価値向上に向けて

企業はブランド価値の向上をどのように進
めるべきか、ここでは、前章の事例から得ら
れた示唆を基に考察する。

まず、自社の存在意義、目指す姿を再確認

富士通では、NPS、従業員エンゲージメン
ト、DX推進指標の 3 つを非財務指標として
推進しており、Fujitsu Uvanceを浸透させて
きた効果として、顧客との信頼関係が強固に
なり、NPSも、2021年度は基準値に対して
2.3ポイントの上昇であったが、2022年度に
は18.1ポイントに急上昇している。NPSは推
奨者が批判者よりもどれだけ多いかを回答者
全体の割合で示すものであり、同社が顧客の

図4　Fujitsu Transformationと変革テーマ
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※富士通が取り組んでいる変革取り組みテーマの例：「経営イニシアチブ」「部門イニシアチブ」「フジトラ・イニシアチブ」「FUJITracker」などの合計
※ 変革テーマは2022年12月時点のもの
出所）富士通提供資料より作成
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目指しているのか、なぜ存在しているのかと
いう命題は、企業ブランドを明確にし、メッ
セージを発信していくうえでの基盤となる。
そこがはっきりしない状態でブランド活動を
するのは砂上に楼閣を建てるようなものであ
る。既にこれらが確立しており、社内に浸透
しているのか、それともこれからなのか、現
状を客観的に捉えておかなくてはならない。

経営者の中には、自社には経営理念がある
のでパーパスの策定は必要ないと考える人も
少なくない。確かに経営理念はその企業にと
っての基盤ではあるが、歴史ある企業の創業
期につくられた経営理念の中には、四文字熟
語など従業員にとって分かりにくいものもあ
る。従業員の意識の中で日々携わる事業とつ
ながるような経営理念は多くないのが実際の
ところであろう。よって、経営者にとって身
近なだけでなく、従業員にとっても身近に感
じることができ、自分の仕事とのつながりを
持って語ることのできる経営理念が望まし
い。自分の仕事とのつながりがなければ、自
社のブランドを高めることはできない。それ
を深耕するには従業員との対話である。自社
の理念が従業員にどのように理解されている
のか、また、パーパスなどが策定されている
場合は、それを従業員がどれだけ理解・浸透
しているか再確認しておく必要がある。

2 ブランドステートメントの見直し
ブランドは自社がどのような価値を提供す

るかについての各種ステークホルダーとの約
束ということもできる。その意味では当然、
時代とともに見直されていくべきであろう。
NECが実施したブランドステートメントの
見直しは、自社が社会とともに課題解決に取

することである。自社がなぜ存在しているの
か、どのような姿を目指しているのかといっ
たことは、企業ブランドを顧客、社会、投資
家、社員などのステークホルダーに理解して
もらうための基盤となるからである。

事例で取り上げたNECや富士通のような
BtoB企業にとって、パーパスと企業ブラン
ド、事業ブランドは密接に関係している。こ
れに対して、ソニーグループのようなBtoC
企業は、パーパスとインターブランディング
がより密接に関係していると思われる。ソニ
ーグループはパーパスを消費者へのダイレク
トなメッセージとして使うというより、社員
がなぜソニーグループで働くのかという意識
の基盤としているように思われるからであ
る。

また、ブランドステートメント、ブランド
メッセージをどのように浸透させていくかと
いうことも重要になる。ここでのポイントが

「自分事化」である。知っているだけのこと
と自分の事業と結びつけて実行していること
とは大きく異なるからである。

このようにブランド価値向上に向けて行う
べきことについて、①自社の現状把握、②ブ
ランドステートメントの見直し、③事業領域
と提供価値の明確化、④「Why自社のスト
ーリー」による納得感の醸成、⑤トップから
従業員レベルまでの「自分事化」、の 5 点か
ら述べる。

1 自社の現状把握
まず、自社の存在意義や目指す姿を再確認

しておきたい。既にパーパスのような「あり
たい姿」が明確であれば再確認の必要性はな
いのかもしれないが、自社がどのような姿を
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り、顧客にも非常に訴求性が高いものであっ
た。石油化学などの産業は危険が伴うプロセ
ス産業であり、信頼性は何よりも重要であ
る。そのため、横河電機がどのような困難が
あっても工場を止めることのない、信頼性の
高いシステムを構築すると発信したことは、
多くの石油精製産業に納得感を持ち、受け入
れられた。

この成功体験は横河電機の社員にとって、
自社の強みは「顧客に忠実であること」と思
い続けるのに十分であった。しかし同社はそ
の強みに固執することなく、VUCAの時代に
突入すると、自社に期待されているのは世の
中の変化を先取りすることであると察知して
パーパスをあらためて策定し、未来シナリオ
から世の中の変化を先取りし、顧客をリード
する存在としてのブランディング活動を推進
している。

前述したように、富士通も顧客からの期待
と自社に対する認知が変化し、自社の認識と
ずれていることをショックを持って受け入れ
たが、顧客からの期待を把握することはその
後の同社の方向性を定めるうえで大きな影響
をもたらした。

日本のBtoB企業の多くは「顧客への忠実
さ」を重視しているが、そこに固執すると、
これからの変化が激しい事業環境を生き残っ
ていくことは困難であろう。顧客の期待は常
に変化している。今一度、顧客からの期待と
自社の認知にギャップが生じていないか、確
認する必要があるだろう。そのうえで自社と
してどのような社会課題に取り組み、どのよ
うな価値を提供したいのかを議論すること
が、ブランドステートメントを見直す際には
非常に重要である。

り組んでいくという意思表明であった。同社
は、当時の遠藤社長はじめ経営陣でブランド
ステートメントを見直した。すなわち、自社
が社会にどのような価値を提供することを約
束するのかについて再定義したのである。

ブランドステートメントを再定義するうえ
で重要なのが、顧客からの期待と認知が自社
の認識と合致しているか確認することであ
る。そこを把握しておくことは実際には一筋
縄ではいかないものである。ブランドステー
トメントを長らく発信し続けている企業にお
いては、過去の成功体験を捨てられず、自社
に対する顧客からの期待の変化に気づかない
ことがままあるからである。その結果、顧客
の期待と自社の自己認識との間で大きなギャ
ップが生じてしまうのである。

自社の強みだと認識してやり続けてきたこ
とが、時代と合わなくなっていることもあ
る。たとえば、「自社は顧客に忠実で誠実な
こと」を強みだと思っている企業が、顧客か
らは忠実で誠実であることよりも「自分をリ
ードしてほしい」と思われている、といった
具合に変化している。混迷を深める現在、顧
客が求めているのは忠実さではなく変革に対
するリーダーシップであると察知することが
重要であるが、過去の成功体験に固執してし
まうと、この変化に気づくことは難しいい。

こういった問題をうまく乗り越えた企業に
横河電機がある。同社は「VigilantPlant」と
いうブランドメッセージを発信し、まさしく
どんな困難でも逃げない会社であり続けた。
そして、2009年に日本マーケティング大賞で
奨励賞を受賞するほど浸透し、大きな成果を
出した。「止まらない工場」という意味のこ
のブランドメッセージは社員に浸透してお
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3 事業領域と提供価値の明確化
自社のブランド価値を向上させるには、自

社がどのような領域で事業を行い、どのよう
な価値を提供する会社なのかを再定義してお
く必要がある。前述したように、得意な事業
領域は時代に応じて変化していくべきだから
である。横河電機は、石油化学産業を中心に
築き上げた「測る」と「つなぐ」の強みをバ
イオなどの成長産業に展開している。ブラン
ド価値を向上させるうえで、事業領域と提供
価値を明確にすることは、ブランドと自分た
ちの事業のつながりを、顧客、社会、さらに
は従業員に伝えるうえで重要なメッセージと
なる。

NECが行ったNEC Visionブックの作成は、
世界の潮流を踏まえて同社が貢献できること
を具体的にまとめたものである。これは各従
業員の取り組む事業とブランドメッセージを
つなぎ合わせる非常に重要なものとなってい
る。

富士通も、 7 つのキーフォーカスエリアを
Fujitsu Uvanceで定めたことで、同社が価値
を提供したい重点領域を明示している。この
ことにより、顧客もまたどのような領域につ
いて富士通が相談相手になれるのかを理解す
ることができる。

4 「Why自社のストーリー」による
納得感の醸成

先行きが見えにくい時代では、自社の事業
領域を定めるプロセスで他社と類似してくる
ことが少なくない。メガトレンドを語るとオ
リジナリティを出すことが難しくなるという
一面もある。高齢化社会に伴うヘルスケアや
ウエルビーイング、地球温暖化に伴う環境問

題など着目するケースは多く、筆者もさまざ
まな企業の中期経営計画を読んでいると、そ
の違いを具体的に見いだすのが難しいと感じ
ることがある。自社のオリジナリティはどこ
にあるのかと不安に感じることもあるだろ
う。

そこで重要なのが、自社はどうしてこの領
域に特化しているかという考えを明示するこ
とである。これはブランドステートメントを裏
づけるためにも重要なことである。たとえば
富士通は、前述したように、Fujitsu Uvance
を進める中でキーフォーカスエリアで社会課
題を解決していくために、Computing、Net-
work、Ai、Data & Security、Converging 
Technologiesの 5 つをキーテクノロジーとし
て定めている。同社にとって、これがまさし
く他社との差別化領域であり、どのような価
値を提供しようとしているのか、その礎とな
る技術領域を表しているのである。このよう
に、他社に対する自社の貢献する領域や方法
論を自社のパーパスに照らし合わせて分かり
やすく整理したものを、本稿では「Why自
社のストーリー」と呼ぶ。

では、どうしたら納得感のある「Why自
社のストーリー」をつくれるのだろうか。

まず、自社がどのような強みを持っている
のかを明確にする必要がある。技術というこ
ともあれば、顧客に近いところに販路を持っ
ている販売チャネルもしくはサービスチャネ
ルということもある。そうした自社の強みを
言語化し、社内の共通認識とすることも重要
である。これらは新入社員の頃からその企業
で長く働いている人にとっては当たり前かも
しれないが、中途入社組や外国人の社員とも
共有することが重要である。今さらと思うか
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ら参加した社員が、顧客視点で顧客の「理想
の状態」を探索することが特徴といえる。顧
客が理想とする状態は、顧客自身すら気づい
ていないことが多いものである。こうした理
想の状態を理解し、どうしたら実現できるか
を自分事として考える活動は、建機を製造・
販売するという元来の顧客のコマツに対する
期待をはるかに上回るものになろう。そし
て、そうした活動に接した顧客は、コマツに
対してこれまでと違う印象を持つに違いな
い。その蓄積が「顧客がコマツを選ぶ」理由
になるのである。

同社はスマートコンストラクションを展開
している。これは、土木工事の測量から施
工、納品までをデジタル化するものであり、
土木現場で起きている安全性・生産性におけ
る課題、究極の人手不足といった直面してい
る深刻な課題を解決するため、土木現場の

「理想状態」から発想されたビジネスモデル
である。

ではどうすれば従業員にとっての自分事化
が進むだろうか。トップが強い意思を持って
いること、その意思を変わらず言い続けてい
ることはもちろん大事であるが、トップダウ
ンだけでは十分でない。たとえば従業員がパ
ーパスやブランドステートメントに感銘を受
け、それに基づいた活動を自ら考えて取った
としても、直属の上司が全く異なる考え方を
していたらその活動は浸透しないだろう。こ
うした事例は多く目にする。社会課題の解
決、ソリューション事業と定められた提供価
値に対して、従業員が自らの行動を大きく変
革しているのに、上司は相変わらず「今月は
何台機械が売れそうなのか」といった目先の
ことにしか興味がなかったとしたら、従業員

もしれないが、あらためて言語化するところ
がポイントとなろう。

5 トップから従業員レベルまでの
「自分事化」

最後に、ブランドを具体化し、全社にそれ
を浸透させることが大事である。ブランドは
宣伝や広告で形成されるものではない。特に
BtoB企業にとっては、従業員の活動を通じ
て発信されるものであり、従業員一人ひとり
の社会、顧客との接点がブランドを形成する
ものである。

たとえば事務機業界におけるブランド形成
を見てみよう。多くの顧客は、事務機業界の
会社といえば複合機を販売すると認識してお
り、デジタル化が進む現在、中には衰退産業
だと感じている顧客もいる。そのため、顧客
は複合機に対してさほど大きな期待もしてい
ない。しかし、自社の提供価値を「顧客の働
き方を変え、より働き甲斐のある社会・職場
をつくる」としたらどうであろう。社会から
の働き方の変革に対するニーズは強い。それ
を従業員一人ひとりが顧客との接点で具体的
に提示できたら、顧客からの期待は大きく変
化するだろう。このようにブランド価値は顧
客と従業員との接触の中で形成されることが
多い。

企業と顧客との接点はさまざまなところに
存在している。営業部門はもちろんのこと、
サービス、開発などさまざまな部門の人々が
顧客をキーワードとしてブランドを考えてい
かなくてはならない。コマツが行っているブ
ランドマネジメント活動は、顧客から「選ば
れる存在」になることを目標としているが、
営業、サービス、開発などさまざまな部門か
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事化」をさらに浸透させることにより、日本
企業が成長することを願ってやまない。
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はその活動を継続できない。評価されないこ
とには時間を浪費したくないと考えるのは当
然だからである。

そこで大事なのが、トップからミドル、従
業員レベルまで、一貫した考え方が浸透して
いることである。NECが行っているリレー
形式で自らの言葉で語ることには、この一貫
性を形成する意味合いが強い。そして、自ら
の言葉でその思いを語ることこそが重要なの
である。

筆者は、多くの企業の経営者とブランドに
ついてよく議論するが、その都度、日本企業
のポテンシャルの高さを強く感じる。なぜな
らば、ブランド価値に対する認識がまだまだ
低いからである。もし、ブランド価値に関し
て日本企業の経営者が意識をもっと高めるこ
とができれば、日本企業はさらに成長できる
だろう。無形資産に投資し、従業員に「自分




